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研究成果の概要： 

 地域在住高齢者 58 名に対し，ロコモティブシンドローム（以下ロコモ）の評価，作業の
評価を実施し，初回，6か月後のロコモと作業の関連について調査した．初回調査では，S
OPI レジャー，重要活動項目数においてロコモ群は非ロコモ群に比べ有意に低い値を示し
た．6 か月後の時点では，ロコモ群，非ロコモ群の作業において統計学的有意差は見られ
なかった．本研究は，作業療法士がロコモ予防に参画する上での基盤になると考えられた． 
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１．研究の背景 

 我が国の高齢化率は 28.1%に達し，今後も増加する
ことが予想されている 1）。2025 年以降は国民の医療
や介護の需要がさらに増加することが見込まれ，地域
の包括的な支援サービス提供体制(地域包括ケアシス
テム)の構築を推進している． 

地域包括ケアシステムの構築に伴い，介護予防領域
への作業療法へのかかわりが期待されている．日本作
業療法士協会は地域が抱える課題を把握し，それぞれ
の地域の医療・介護・保健・福祉・教育の場で貢献す
ることを目指し，『第 3 次作業療法 5 ヵ年戦略（2018

_2022）』を掲げ，重点的スローガンを『地域包括ケア
システムへの寄与～作業療法 5・5 計画～』とした 2)．
具体的行動目標としては，介護予防・日常生活支援総
合事業への参画促進を挙げており，介護予防領域での
作業療法の貢献が急務である． 

我が国における介護が必要になる原因は認知症(18.

0%)が最も多いが，骨折・転倒(12.1%)，関節疾患(10.

2%)を足した運動器疾患(22.3%)は認知症を上回る 3)．
運動器の障害による要介護状態や要介護になるリス
クが高い状態をロコモティブシンドローム（以下ロコ
モ）と呼ぶ． 

ロコモについての作業療法の研究・介入報告は多く
ないのが現状である．日本整形外科学会は，ロコモに
対する介入としてロコトレを推奨している 4）．ロコト
レはスクワット・片足立ちの 2 種類の運動で構成され
ている．ロコトレの効果については，冨田らによる短
期的介入 5），佐々木らによる継続的介入 6）の報告があ
り，身体機能の改善が認められている．また，細井ら
は，ロコトレ継続者は非継続者に比べロコモの割合が
多かったことを報告しており，対象者自身のロコモで
あるという自覚が運動継続に繋がる可能性を示唆し
ている 7）。以上のことから，ロコモと運動との関連は
十分に検討されていると考えられる．しかし，ロコト
レは画一的な内容であることから，個人にとっての意
味を加味していない状態である． 

ロコモと関連のある項目として，運動以外には活動
があげられる．Akahane らは喫煙，歯の数，歯周病
の有無，飲酒等の生活習慣とロコモの関連があること
を報告している 8）．また，角田らは活動量が多いほど
身体機能が高いことを報告しており，活動量と身体機
能の低下によるロコモの関連を示唆している 9）．以上
のようにロコモと活動の関連が示唆されつつあるが，
運動と同様に個人にとっての意味は検討されていな
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いのが現状である． 

現状のロコモについての研究・介入報告は個人にと
っての意味を検討いていないという特徴がある．日本
作業療法士協会は 2018 年に作業療法の定義を改訂し，
作業に焦点を当てることを強調した 10）．改定に伴い，
作業は『個人にとって意味のある生活行為』と定義さ
れた 10）．個人にとっての意味を重視する作業療法と，
個人にとっての意味を検討していないロコモは適合
せず，ロコモについての作業療法の研究・介入報告が
多くない原因となっていると考えられる．作業療法が
ロコモ予防に参画することで個人の生活に根差した
オーダーメイドのロコモ予防が可能になる可能性が
ある． 

 

２．研究の目的 

 本研究の目的は，ロコモの有無と作業療法士の専門
領域である作業との関係を明らかにすることにより，
ロコモ状態の方へ作業療法士が介入する意義を明ら
かにすることで作業療法的介入の基盤を作ることで
ある． 

 

３．研究の方法 

1）対象者 
 浜松市在住の 65歳以上の高齢者 60名を対象とする．
新聞折り込みによる広報，協働センター，介護保険外
の入居施設へのポスター掲示を実施し対象者を募集
し，メール，FAX，TEL のいずれかの方法で事前に申し
込んでいただいた．当日会場を訪れ，研究者から口頭
及び文書にて調査の説明を受け，研究に同意をした者
を対象者とした． 
2）調査方法 
 調査期間は，初回調査と 6 か月後の 2 時点とした．
調査項目は，基本属性として，対象者の年齢，性別，
治療中の病気の有無，婚姻状況，世帯状況，就労状況
について対象者自身に記入していただいた． 
 ロコモの評価として，ロコモ 25，立ち上がりテスト
を実施した．ロコモ 25は，痛みや日常生活の困難さ
からなる質問紙であり，運動機能障害を量的に測定で
きるツールとして開発された 11)．100点満点で構成さ
れ，16点以上がロコモ度 2，7点以上がロコモ度 1と
される 12)． 
 立ち上がりテストは，10㎝，20 ㎝，30㎝，40㎝の
台から両足または片足で立ち上がる検査であり，下肢
筋力や移動能力を簡便に評価可能と報告されている 1

3）．どちらか一方の脚で 40㎝の高さから立ち上がれな
い状態がロコモ度 1，両脚で 20 ㎝の高さから立ち上が
れない状態がロコモ度 2とされる 14）．ロコモ 25，立
ち上がりテストの結果，ロコモ度 1 以上の有無でロコ
モ群，非ロコモ群に分けた． 
 作業の評価として，自記式作業質問指標（以下 SOP
I），重要活動項目数を実施した。SOPI は，作業参加の
状況を大規模に調査できる尺度として開発された 15）．
余暇活動、生産的活動、セルフケアについて，作業統
制，バランス、満足の各項目を「とても満足にできて
いる（5点）」～「ほとんど満足にできていない（1点）」
の 5件法で評定する．得点が高いほど，個人にとって
価値のある価値活動の参加状況が良好であり，作業遂
行の質が良好であると解釈した． 
 重要活動項目数は，SOPIの 3 領域である余暇活動，

生産的活動，セルフケアについて，対象者の重要活動
項目を聴取し，挙がった重要活動項目をカウントする．
挙がった活動数が多いほど日々の作業遂行の量が多
いと解釈した． 
3）統計学的分析 
 ロコモと作業の関連について，ロコモの有無を独立
変数，SOPI 総得点・統制点・バランス点・満足点，重
要活動項目数を従属変数とした二項ロジスティック
回帰分析によりロコモの有無に影響する因子を分析
した．ロコモ群，非ロコモ群の比較として，マンホイ
ットニーの U検定を用いて比較し，効果量を算出した．
初回調査，6 か月後調査の比較として，ウィルコクソ
ンの順位和検定を用いて比較した．統計には IBM SPS
S Statistics Version24を用い，統計学的有意水準を
5％とした． 
4）倫理的配慮 
 本研究は，社会福祉法人十字の園理事会及び聖隷ク
リストファー大学倫理委員会(承認番号：19037)にて
承認を受けて実施した． 
 
４．研究成果 
 初回測定には 58名が参加し,43名がロコモ群,15名
が非ロコモ群であった．6か月後測定には 11 名が参加
し,8名がロコモ群,3名が非ロコモ群であった． 
 対象者（ロコモ群，非ロコモ群，効果量）の SOPI
平均得点，重要活動項目数は SOPI満足（12.7点，13.
7 点，0.52）,SOPI レジャー（12.8 点，13.8点，0.62）,
SOPI セルフケア（13.0 点，13.9 点，0.42）,SOPI 総
得点（38.6点，40.2点，0.32），重要活動項目数（8.
5 個，10.4個，0.45）であった． 
 6か月後における,ロコモ群（上昇，維持，低下）の
SOPI 変化は SOPI 統制（1 名，2 名，5 名）,SOPI バラ
ンス（5名，2名，1 名）,SOPI 満足（1 名，3名，4名）,
SOPI 総得点（2 名，1 名，5 名）であった．重要活動
項目数（3名，0名，5名）であった．非ロコモ群（上
昇，維持，低下）の SOPI 変化は SOPI 統制（0 名，2
名，1 名）,SOPI バランス（0 名，3 名，0 名）,SOPI
満足（0名，3名，0名）,SOPI 総得点（0 名，2名，1
名）であった．重要活動項目数（1 名，0 名，2 名）で
あった． 
 二項ロジスティック回帰分析において,ロコモの有
無に影響する因子は見られなかった．マンホイットニ
ーのU検定において,SOPIレジャー,重要活動項目数に
おいてロコモ群は非ロコモ群より有意に低い値を示
した（p<0.05）．ウィルコクソンの順位和検定におい
て,ロコモ群および非ロコモ群の作業の変化に統計学
的有意差は見られなかった． 
 今回，ロコモの評価，作業の評価を用いて，2 時点
での測定を実施することができ，ロコモ群の方は非ロ
コモ群の方に比べ，レジャー作業への参加ができてお
らず，重要と思える作業が少ない可能性が示唆された．
本研究は作業療法士がロコモ予防に参画する上での
基盤になると考えられた． 
 本研究は参加型の測定を実施しており，対象者の選
択バイアスが生じる可能性が考えられる．また，ロコ
モ群 43名，非ロコモ群 15名と対象者の属性に偏りが
存在する．さらに，2 時点での測定を実施したが，2
回目の測定対象者は 11 名と因果関係の推定には限界
がある．今後，非ロコモ群の対象者や 2時点の測定対
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象者を増やし，因果関係を明らかにすることで，盤石
なロコモ予防の基盤を作ることが期待される． 
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